
○ 介護保険法の訪問介護・通所介護・（介護予防）短期入所生活介護については、障害者総合支援法若しくは児童
福祉法の指定を受けている事業所からの申請があった場合、「共生型サービス」として指定が可能。

1

共生型サービスの概要

共生型サービスを活用することのメリット

利用者 ① 障害者が65歳以上になっても、従来から障害福祉で利用してきたサービスの継続利用が可能となる。
② 高齢者だけでなく、障害児・者など多様な利用者が共に暮らし支え合うことで、お互いの暮らしが豊かになる。

共生型サービス開始前

65歳を境に、なじみのある事業所から
介護サービス事業所へ移行する可能性。

共生型サービス開始後① ②

＜障害＞
生活介護 65歳

＜介護＞
通所介護

＜障害＞
生活介護

なじみのある事業所が共生型サービスに
なることで、65歳以降も引続き通所可。

＜介護＞
通所介護65歳

【地域の実践例】
「富山型デイサービス」

事業所 障害福祉事業所、介護保険事業所それぞ
れの基準を満たす必要なし。 地域 地域の実情にあわせて、限られた福祉人材を

有効に活用することが可能。
※ 障害福祉事業所の指定を受けた事業所であれば、基本的に共生型

サービスの指定を受けることができるよう、特例基準を設定。
介護保険と障害福祉の両制度の基準や高齢者と障害児・者
の支援内容の違いを踏まえ、サービスの質の確保に十分留意
をしつつ、共生型サービスの指定を推進

＜障害＞
生活介護

(共生型指定あり)

＜障害＞
生活介護

(共生型指定あり)
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共生型サービスの実施により期待されること

○ 共生型サービスを実施することにより、具体的には以下のような地域課題の解決が可能。
※１事業所で介護保険サービス・障害福祉サービスの両方の指定を受けることによっても同様の課題解決が可能。

①
「介護」や「障害」といった枠組みに
とらわれず、多様化・複雑化してい
る福祉ニーズに臨機応変に対応す
ることができる。

②
人口減少社会にあっても、地域の
実情に応じたサービス提供体制整
備や人材確保を行うことができる。 ③

各地域で地域包括ケア・福祉のま
ちづくりを展開するためのきっかけと
なる。

令和２年度老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び普及啓発に関する調査研究事業」報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）より作成

似たようなサービスがあるのだけれど・・・
近所に要介護高齢者がいる。近くに介護保
険のデイサービス事業所がないので、遠くの事
業所まで通っている。障害者向けのデイサービ
ス事業所は近くにあるのだが・・・

続けて同じ事業所に通いたいのに･･･
長年、障害福祉事業所を利用していた障害者が
65歳になった。本人は続けて同じ事業所を使いた
いと言うが、介護保険事業所に移らなければいけ
ないのか･･･

解決可能と想定される地域課題

親子で一緒に過ごしたい
障害福祉事業所の利用者の母親が要介護と
なった。ケアマネジャーからは、デイサービスに
通って機能訓練をした方がよいと言われている
が、本人は子どもと同じ事業所に通いたいと
言っている。どうにかできないものか・・・

人材が足らない・・・
介護保険サービス、障害福祉サービスともに地域に
需要があるが、それぞれ事業所を整備していくと人
材が不足する。解消するいい方法はないものか・・・

役所のどこに相談すればよいのか･･･
介護保険サービスだけでは解決できなさそう
な悩み、障害福祉サービスだけでは解決でき
なさそうな悩みは役所のどこに相談すればよ
いのだろう。介護と障害、それぞれの担当窓
口はあるけれど、両方にまたがる相談は受け
てもらえるのか・・・

共生型サービスの
実施により解決可能

地域活動を活性化させたい・・・
介護事業所や障害事業所が中心
となって地域活動を行っているところ
もあると聞く。多様な利用者を受け
入れている事業所なら、より親しま
れやすいのではないだろうか・・・
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介護保険サービス 障害福祉サービス等

ホームヘルプ
サービス ○ 訪問介護 ○ 居宅介護

○ 重度訪問介護

デイサービス ○ 通所介護
○ 地域密着型通所介護

○ 生活介護（主として重症心身障害者を通わせる事業所を除く）
○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）
○ 児童発達支援（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く）
○ 放課後等デイサービス（同上）

ショートステイ ○ 短期入所生活介護
○ 介護予防短期入所生活介護 ○ 短期入所

「通い・訪問・泊まり」
といったサービスの組
合せを一体的に提供
するサービス※

○ 小規模多機能型居宅介護
○ 介護予防小規模多機能型居宅介護
○ 看護小規模多機能型居宅介護

□ 通い

○ 生活介護（主として重症心身障害者を通わせる事業所を除く）
○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）
○ 児童発達支援（主として重症心身障害児を通わせる事業所を除く）
○ 放課後等デイサービス（同上）

□ 泊まり ○ 短期入所

※ 障害福祉サービスには介護保険の（看護）小規模多機能型居宅介護と同様のサービスはないが、障害福祉制度における基準該当の仕組み
により、障害児・者が（看護）小規模多機能型居宅介護に通ってサービスを受けた場合等に、障害福祉の給付対象となっている。

1

共生型サービスの対象となるサービス

○ 共生型サービス創設の目的に照らし、以下のサービスを対象としている。
① 高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用を促進する観点から、介護保険優先原則が適用される介護保険と
障害福祉両方の制度に相互に共通するサービス
② 現行の基準該当障害福祉サービスとして位置付けられているサービス



等

障害福祉サービス 介護保険サービス

≒
≒
≒

相当するサービス
ホームヘルプ
【居宅介護】

【重度訪問介護】

デイサービス
【生活介護】

ショートステイ
【短期入所】

ホームヘルプ
【訪問介護】

デイサービス
【通所介護】

ショートステイ
【短期入所生活介護】

1

障害福祉サービスと介護保険サービスとの関係

○ 障害福祉制度と介護保険制度においては、それぞれ様々なサービスが設けられているが、サービスの内容や機能
面から、障害福祉サービスに類似する（「相当する」）介護保険サービスがある場合には、障害者総合支援法第７
条に基づき、原則介護保険サービスの利用が優先されることになる。

＜障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律＞（平成十七年法律第百二十三号）（抄）
（他の法令による給付等との調整）
第七条 自立支援給付は、当該障害の状態に月、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の規定による介護給付、健康保険法（大正十一年
法律第七十号）の規定による療養の給付その他の法令に基づく給付又は事業であって政令で定めるもののうち自立支援給付に相当するものを受け、又は
利用することができるときは政令で定める限度において、当該政令で定める給付又は事業以外の給付であって国又は地方公共団体の負担において自立支
援給付に相当するものが行われたときはその限度において、行わない。

訪問看護

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

介護老人福祉施設
（特養） 等

介護保険独自
サービス

介護保険独自
サービス

就労継続支援

行動援護

同行援護

障害者支援施設
（介護保険適用除外） 等

障害福祉独自
サービス

障害福祉独自
サービス



共生型介護保険サービス 原則
65歳以上

介護保険
サービス費を請求

障害福祉サービス 原則
65歳未満

障害福祉
サービス費を請求

○ 従来、障害福祉サービスとして、ホームヘルプサービス、デイサービス、
ショートステイに相当する事業の指定を受けている事業所は、共生型
介護保険サービス事業所の指定を受けることが可能。
例）障害福祉サービスの「居宅介護」「重度訪問介護」の指定を受けている
事業所は、「共生型訪問介護」の指定を受けることが可能。

○ 利用者の年齢・状態像に応じ、障害福祉サービス、共生型介護
保険サービスのいずれかを提供する。

○ サービス費用の財源は、
・障害福祉サービス：障害者総合支援法に基づく税財源
・共生型介護保険サービス：介護保険法に基づく税及び保険料財源
となっているため、請求は別々に行う。

1

共生型サービスの実施イメージ

○ 介護保険サービス・障害福祉サービス等のホームヘルプサービス、デイサービス、ショートステイに相当する
事業の指定を受けている事業所は、障害福祉サービス等・介護保険サービスの同類型のサービスについて、「共生
型サービス」の指定を受けることが可能。
○ 利用者の年齢・状態像に応じ、介護保険サービス・障害福祉サービス・共生型障害福祉サービス・共生型介護
保険サービスのいずれかを提供する。

共生型介護保険サービスの実施 共生型障害福祉サービスの実施
それぞれのサービス事業所として指定 利用者

共生型障害福祉サービス 原則
65歳未満

障害福祉
サービス費を請求

介護保険サービス 原則
65歳以上

介護保険
サービス費を請求

○ 従来、介護保険サービスとして、ホームヘルプサービス、デイサービス、
ショートステイに相当する事業の指定を受けている事業所は、共生型
障害福祉サービス事業所の指定を受けることが可能。
例）介護保険サービスの「訪問介護」の指定を受けている事業所は、「共生
型居宅介護」「共生型重度訪問介護」の指定を受けることが可能。

○ 利用者の年齢・状態像に応じ、介護保険サービス、共生型障害
福祉サービスのいずれかを提供する。

○ サービス費用の財源は、
・介護保険サービス：介護保険法に基づく税及び保険料財源
・共生型障害福祉サービス：障害者総合支援法に基づく税財源
となっているため、請求は別々に行う。

利用者それぞれのサービス事業所として指定利用者に提供した
サービスに応じて請求

利用者に提供した
サービスに応じて請求



介護保険と障害福祉相互に相当するサービスの基準の違い

○ 介護保険優先原則が適用される、相互に「相当するサービス」（ホームヘルプサービス、デイサービス、ショー
トステイ）について、介護保険と障害福祉両方の制度を比較すると、例えば以下のような違いがある。

○ このため、介護保険又は障害福祉のいずれかの指定を受けている事業所が、もう一方の制度における基準を満た
しているとは限らない。

（例）デイサービスの基準の違い

① 定員 障害福祉サービスでは、原則20名以上とされているが、介護保険サービスでは、特段基準は設けられていない。

② 人員配置 介護職員等について、障害福祉サービスでは、利用者の平均障害支援区分ごとに配置すべき人員数が定められているが、
介護保険サービスでは、利用者の平均要介護度によらず、一律での配置基準が設けられている。

③ 設備 障害福祉サービスでは、訓練・作業室を設置することとなっており、それらは支障がない広さで足りることとなっている。一方、
介護保険サービスでは、食堂及び機能訓練室を設置することとなっており、利用者１人あたり３㎡の面積が必要となっている。

定員 ー

人員
配置

管理者 常勤専従

生活相談員
（社会福祉士等） １人

介護職員
５：１

（利用者15人まで１以上で可）
（常勤１以上）

設備 食堂及び
機能訓練室 ３㎡×利用定員

定員 原則20人以上

人員
配置

管理者 常勤専従
サービス管理責任者
実務経験3～10年
＋研修30.5時間

１人

看護職員、理学療法
士又は作業療法士及
び生活支援員の総数

平均障害支援区分４未満
→ ６：１

平均障害支援区分４以上５未満
→ ５：１

平均障害支援区分５以上
→ ３：１

設備 訓練・作業室 支障がない広さ

生活介護の基準障害 介護 通所介護の基準

基準が異なるため、
両方の指定を同時に
受けることは困難
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共生型介護保険サービス指定に係る特例

○ 障害福祉サービス事業所が共生型介護保険サービス事業所の指定を受けるにあたっては、介護保険法第70条第１
項及び第72条の２第１項の規定により申請が必要。

○ 指定はあくまでも「訪問介護」「通所介護」「短期入所生活介護」として行う。
○ 指定手続きについて可能な限り簡素化を図る観点から、障害福祉サービス事業所の指定申請の際に既に提出した
事項については、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとしている。

（平成９年12月17日法律第123号）（抄）
第七十条 第四十一条第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、居宅サービス事業を行う者の申請により、居宅サービスの種類及び当該居宅サービス
の種類に係る居宅サービス事業を行う事業所（以下この節において単に「事業所」という。）ごとに行う。
第七十二条の二 訪問介護、通所介護その他厚生労働省令で定める居宅サービスに係る事業所について、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二
十一条の五の三第一項の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第六条の二の二第一項に規定する障害
児通所支援（以下「障害児通所支援」という。）に係るものに限る。）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百
二十三号。以下「障害者総合支援法」という。）第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当該事業所により行われる居宅サービスの種類に応じて
厚生労働省令で定める種類の障害者総合支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービス（以下「障害福祉サービス」という。）に係るものに限る。）を受けている
者から当該事業所に係る第七十条第一項（第七十条の二第四項において準用する場合を含む。）の申請があった場合（以下、略）

共生型サービス指定に係る介護保険法上の規定

指定にあたっての留意事項

（令和３年３月26日）（抜粋）
問123 共生型サービスの指定にあたっては、現行の「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所生活介護」として指定するのか。それとも、新しいサービス類型として、「共生
型訪問介護」、「共生型通所介護」、「共生型短期入所生活介護」として指定が必要となるのか。それとも「みなし指定」されるのか。
答 共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一方
の制度における居宅サービスの指定も受けやすくする、 あくまでも「居宅サービスの指定の特例」を設けたものであるため、従前通り「訪問介護」、「通所介護」、「短期入所
生活介護」として、事業所の指定申請に基づき自治体が指定する。
なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービスの指定を受けた事業所が行うこととなるが、いずれの指定申請先も都道府県(＊)であるため、指定手続について可能
な限り簡素化を図る観点から、障害福祉サービス事業所の指定申請の際に既に提出した事項については、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとしているので、
別添を参照されたい。
(＊)定員18人以下の指定生活介護事業所等は、(共生型)地域密着型通所介護事業所として指定を受けることとなるが、当該指定申請先は市町村であるため、申請
書又は書類の提出は、生活介護事業所等の指定申請の際に既に都道府県に提出した申請書又は書類の写しを提出することにより行わせることができることとしている。
※指定障害福祉サービス事業所が、（通常の）介護保険の居宅サービスの指定の申請を行う場合についても同様の取扱いとする。

介護保険法

令和３年度介護報酬改定に関するQA vol.３
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共生型障害福祉サービス指定に係る特例
○ 介護保険サービス事業所が共生型障害福祉サービス事業所の指定を受けるにあたっては、障害者総合支援法第36条第１項及び第41条の２第１項、
児童福祉法第21条の５の15及び第21条の５の17の規定により申請が必要。

○ 指定はあくまでも「居宅介護」「重度訪問介護」「生活介護」「短期入所」「自立訓練（機能訓練）」「自立訓練（生活訓練）」「児童発達支
援」「放課後等デイサービス」として行う。

○ 指定手続きについて可能な限り簡素化を図る観点から、介護保険サービス事業所の指定申請の際に既に提出した事項については、申請書の記載
又は書類の提出を省略できることとしている。

（平成17年11月７日法律第123号）（抄）
第三十六条 第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、障害福祉サービス事業を行う者の申請により、障害福祉サービスの種類及び障害福祉サービス事業を行う事業所
（以下この款において「サービス事業所」という。）ごとに行う。
第四十一条の二 居宅介護、生活介護その他厚生労働省令で定める障害福祉サービスに係るサービス事業所について、児童福祉法第二十一条の五の三第一項の指定（当該サービス事業所により行われる障害福祉サービスの種
類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第六条の二の二第一項に規定する障害児通所支援に係るものに限る。）又は介護保険法第四十一条第一項本文の指定（当該サービス事業所により行われる障害福祉サービスの種
類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第八条第一項に規定する居宅サービスに係るものに限る。）、同法第四十二条の二第一項本文の指定（当該サービス事業所により行われる障害福祉サービスの種類に応じて厚生労
働省令で定める種類の同法第八条第十四項に規定する地域密着型サービスに係るものに限る。）、同法第五十三条第一項本文の指定（当該サービス事業所により行われる障害福祉サービスの種類に応じて厚生労働省令で定め
る種類の同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービスに係るものに限る。）若しくは同法第五十四条の二第一項本文の指定（当該サービス事業所により行われる障害福祉サービスの種類に応じて厚生労働省令で定める種
類の同法第八条の二第十二項に規定する地域密着型介護予防サービスに係るものに限る。）を受けている者から当該サービス事業所に係る第三十六条第一項（前条第四項において準用する場合を含む。）の申請があった場合
（以下略）

（昭和22年12月12日法律164号）（抄）
第二十一条の五の十五 第二十一条の五の三第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、障害児通所支援事業を行う者の申請により、障害児通所支援の種類及び障害児通所支援事業を行う事業所（以下「障害児
通所支援事業所」という。）ごとに行う。
第二十一条の五の十七 児童発達支援その他厚生労働省令で定める障害児通所支援に係る障害児通所支援事業所について、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第四十一条第一項本文の指定（当該障害児通
所支援事業所により行われる障害児通所支援の種類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第八条第一項に規定する居宅サービスに係るものに限る。）、同法第四十二条の二第一項本文の指定（当該障害児通所支援事
業所により行われる障害児通所支援の種類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第八条第十四項に規定する地域密着型サービスに係るものに限る。）、同法第五十三条第一項本文の指定（当該障害児通所支援事業所
により行われる障害児通所支援の種類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービスに係るものに限る。）若しくは同法第五十四条の二第一項本文の指定（当該障害児通所支援事
業所により行われる障害児通所支援の種類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第八条の二第十二項に規定する地域密着型介護予防サービスに係るものに限る。）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定（当該障害児通所支援事業所により行われる障害児通所支援の種類に応じて厚生労働省令で定める種類の同法第五条第一項に規定する障害福祉
サービスに係るものに限る。）を受けている者から当該障害児通所支援事業所に係る第二十一条の五の十五第一項（前条第四項において準用する場合を含む。）の申請があつた場合（以下略）

共生型サービス指定に係る障害者総合支援法・児童福祉法上の規定／指定にあたっての留意事項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

2

児童福祉法

（平成30年３月30日）（抜粋）

問２ 平成30年４月から、共生型サービス事業所の指定が可能となるが、指定の際は、現行の「居宅介護」、「重度訪問介護」、「生活介護」、「短期入所」、「自立訓練（機能訓練）」、「自立訓練（生活訓練）」、「児童発達支
援」、「放課後等デイサービス」として指定するのか。それとも、新しいサービス類型として、「共生型居宅介護」、「共生型重度訪問介護」、「共生型生活介護」、「共生型短期入所」、「共生型自立訓練（機能訓練）」、「共生型自立
訓練（生活訓練）」、「共生型児童発達支援」「共生型放課後等デイサービス」として指定が必要となるのか。それとも「みなし指定」されるのか。

答 共生型サービスは、介護保険又は障害福祉のいずれかの居宅サービス（デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイ）の指定を受けている事業所が、もう一方の制度における指定も受けやすくするために、「指定の特例」を設
けたものであることから、従前通り「居宅介護」、「重度訪問介護」、「生活介護」、「短期入所」、「自立訓練（機能訓練）」、「自立訓練（生活訓練）」、「児童発達支援」、「放課後等デイサービス」として、事業所の指定申請に基づ
き指定する。なお、当該指定の申請は、既に障害福祉サービス等の指定を受けた事業所が行うこととなるが、いずれの指定申請先も都道府県（＊）であるため、指定手続について可能な限り簡素化を図る観点から、介護保険事業所
の指定申請の際に、既に提出した事項については、申請書の記載又は書類の提出を省略できることとしているので、別添資料１を参照されたい。
（＊）地域密着型通所介護事業所が共生型障害福祉サービスの指定を申請する場合の指定申請先は市町村であるが、申請書又は書類の提出は、地域密着型通所介護事業所の指定申請の際に、既に市町村に提出した申請
書又は書類の写しを提出することにより行わせることができることとしている。
※ 介護保険事業所が、「共生型サービスの指定の特例」を受けることなく、通常の障害福祉サービス等の指定の申請を行う場合についても同様の取扱いとする。

平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するQA vol.１



共生型サービス指定に係る特例（指定手続き①）

共生型サービス事業所の指定手続の省略・簡略化
共生型介護保険サービスの事業所・共生型障害福祉サービス事業所の指定手続にあたっては、 障害福祉と介護保険で相互に共通又は類似する項目に
ついて、指定の更新の際に申請書の記載又は書類の提出の省略が可能な事項を基本としつつ、以下のとおり省略又は簡素化できることとしている。

介護保険法施行規則 障害者総合支援法施行規則
省略
可否（第114条）

訪問介護
（第34条の７）

居宅介護・重度訪問介護

１
事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部とし
て使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。）の名称及
び所在地

事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部とし
て使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。）の名称及
び所在地

×

２ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、
生年月日、住所及び職名

申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、
生年月日、住所及び職名 ×

３ 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 ×
４ 申請者の登記事項証明書又は条例等 申請者の登記事項証明書又は条例等 ○
５ 事業所の平面図 事業所の平面図 ○
５の２ 利用者の推定数 - -

６ 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所並びにサービス提供責任
者の氏名、生年月日、住所及び経歴

事業所の管理者及びサービス提供責任者（中略）の氏名、生年月
日、住所及び経歴 ○

７ 運営規程 運営規程 ×
８ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 ○
９ 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 ×

10 法第七十条第二項各号（中略）に該当しないことを誓約する書面
（以下略）

法第三十六条第三項各号に該当しないことを誓約する書面（以下
略） ×

11 その他指定に関し必要と認める事項 その他指定に関し必要と認める事項 ×

ホームヘルプ 介護保険法施行規則第114条・障害者総合支援法施行規則第34条の７により、以下４、５、６、８については省略可能。
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共生型サービス指定に係る特例（指定手続き②）

デイサービス 介護保険法施行規則第119条・第131条の３の２、児童福祉法施行規則第18条の27・第18条の29、障害者総合支援法
施行規則第34条の９・第34条の14・第34条の15により、以下４、５、７、９については省略可能。

介護保険法施行規則 児童福祉法施行規則 障害者総合支援法施行規則
省略
可否（第119条・第131条の３の２）

通所介護・地域密着型通所介護
（第18条の27）
児童発達支援

（第18条の29）
放課後等

デイサービス
（第34条の９）

生活介護
（第34条の14）

自立訓練
（機能訓練）

（第34条の15）
自立訓練

（生活訓練）

１

事業所（当該事業所の
所在地以外の場所に当該
申請に係る事業の一部を
行う施設を有するときは、
当該施設を含む。）の名
称及び所在地

事業所（当該事業所の
所在地以外の場所に当該
事業所の一部として使用さ
れる事務所を有するときは、
当該事務所を含む。）の
名称及び所在地

事業所（当該事業所の
所在地以外の場所に当該
事業所の一部として使用さ
れる事務所を有するときは、
当該事務所を含む。）の
名称及び所在地

事業所の名称及び所
在地

事業所の名称及び所
在地

事業所の名称及び所
在地 ×

２
申請者の名称及び主たる
事務所の所在地並びにそ
の代表者の氏名、生年月
日、住所及び職名

申請者の名称及び主たる
事務所の所在地並びにそ
の代表者の氏名、生年月
日、住所及び職名

申請者の名称及び主たる
事務所の所在地並びにそ
の代表者の氏名、生年月
日、住所及び職名

申請者の名称及び主
たる事務所の所在地
並びにその代表者の氏
名、生年月日、住所
及び職名

申請者の名称及び主
たる事務所の所在地
並びにその代表者の氏
名、生年月日、住所
及び職名

申請者の名称及び主
たる事務所の所在地
並びにその代表者の氏
名、生年月日、住所
及び職名

×

３ 当該申請に係る事業の開
始の予定年月日

当該申請に係る事業の開
始の予定年月日

当該申請に係る事業の開
始の予定年月日

当該申請に係る事業
の開始の予定年月日

当該申請に係る事業
の開始の予定年月日

当該申請に係る事業
の開始の予定年月日 ×

４ 申請者の事項証明書又は
条例等

申請者の登記事項証明
書又は条例等

申請者の登記事項証明
書又は条例等

申請者の登記事項証
明書又は条例等

申請者の登記事項証
明書又は条例等

申請者の登記事項証
明書又は条例等 ○

５

事業所（当該事業所の
所在地以外の場所に当該
申請に係る事業の一部を
行う施設を有するときは、
当該施設を含む。）の平
面図（各室の用途を明示
するものとする。）及び設
備の概要

事業所の平面図（各室の
用途を明示するものとす
る。）及び設備の概要

事業所の平面図（各室の
用途を明示するものとす
る。）及び設備の概要

事業所の平面図（各
室の用途を明示するも
のとする。）及び設備
の概要

事業所の平面図（各
室の用途を明示するも
のとする。）及び設備
の概要

事業所の平面図（各
室の用途を明示するも
のとする。）及び設備
の概要

○

６ － 利用者の推定数 利用者の推定数 利用者の推定数 利用者の推定数 利用者の推定数 × 4



共生型サービス指定に係る特例（指定手続き③）

デイサービス（続き）

介護保険法施行規則 児童福祉法施行規則 障害者総合支援法施行規則
省略
可否（第119条・第131条の３の２）

通所介護・地域密着型通所介護
（第18条の27）
児童発達支援

（第18条の29）
放課後等

デイサービス
（第34条の９）

生活介護
（第34条の14）

自立訓練
（機能訓練）

（第34条の15）
自立訓練

（生活訓練）

７
事業所の管理者の氏名、
生年月日及び住所

事業所の管理者及び児童
発達支援管理責任者
（中略）の氏名、生年月
日、住所及び経歴

事業所の管理者及び児童
発達支援管理責任者の
氏名、生年月日、住所及
び経歴

事業所の管理者及び
サービス管理責任者の
氏名、生年月日、住
所及び経歴

事業所の管理者及び
サービス管理責任者の
氏名、生年月日、住
所及び経歴

事業所の管理者及び
サービス管理責任者の
氏名、生年月日、住
所及び経歴

○

８ 運営規程 運営規程 運営規程 運営規程 運営規程 運営規程 ×

９
利用者からの苦情を処理
するために講ずる措置の概
要

障害児又はその家族からの
苦情を解決するために講ず
る措置の概要

障害児又はその家族からの
苦情を解決するために講ず
る措置の概要

利用者又はその家族
からの苦情を解決する
ために講ずる措置の概
要

利用者又はその家族
からの苦情を解決する
ために講ずる措置の概
要

利用者又はその家族
からの苦情を解決する
ために講ずる措置の概
要

○

10
当該申請に係る事業に係
る従業者の勤務の体制及
び勤務形態

当該申請に係る事業に係
る従業者の勤務の体制及
び勤務形態

当該申請に係る事業に係
る従業者の勤務の体制及
び勤務形態

当該申請に係る事業
に係る従業者の勤務
の体制及び勤務形態

当該申請に係る事業
に係る従業者の勤務
の体制及び勤務形態

当該申請に係る事業
に係る従業者の勤務
の体制及び勤務形態

×

11 - - -

指定障害福祉サービ
ス基準第九十一条の
協力医療機関の名称
及び診療科名並びに
当該協力医療機関と
の契約の内容

指定障害福祉サービ
ス基準第百六十二条
において準用する指定
障害福祉サービス基
準第九十一条の協力
医療機関の名称及び
診療科名並びに当該
協力医療機関との契
約の内容

指定障害福祉サービ
ス基準第百七十一条
において準用する指定
障害福祉サービス基
準第九十一条の協力
医療機関の名称及び
診療科名並びに当該
協力医療機関との契
約の内容

×

12 誓約書
法第二十一条の五の十五
第三項各号に該当しない
ことを誓約する書面（以下
略）

誓約書 誓約書 誓約書 誓約書 ×

13 その他指定に関し必要と認
める事項

その他指定に関し必要と認
める事項

その他指定に関し必要と認
める事項

その他指定に関し必
要と認める事項

その他指定に関し必
要と認める事項

その他指定に関し必
要と認める事項 ×
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共生型サービス指定に係る特例（指定手続き④）

介護保険法施行規則 障害者総合支援法施行規則
省略
可否（第121条）

短期入所生活介護
（第34条の11）

短期入所
１ 事業所の名称及び所在地 事業所の名称及び所在地 ×

２ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月
日、住所及び職名

申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月
日、住所及び職名

×

３ 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 ×
４ 申請者の登記事項証明書又は条例等 申請者の登記事項証明書又は条例等 ○

５
当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第百二十一条第二項の規定
の適用を受ける特別養護老人ホームにおいて行う場合又は同条第四項に規定
する併設事業所（次号において「併設事業所」という。）において行う場合に
あっては、その旨

事業所の種別（指定障害福祉サービス基準第百十五条第一項に規定する
併設事業所（次号及び第七号において「併設事業所」という。）又は同条第
二項の規定の適用を受ける施設の別をいう。）

×

６

建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を併設事業所において行
う場合にあっては、指定居宅サービス等基準第百二十四条第三項に規定する
併設本体施設又は指定居宅サービス等基準第百四十条の四第三項に規定す
るユニット型事業所併設本体施設の平面図を含む。）（各室の用途を明示す
るものとする。）並びに設備の概要

建物の構造概要及び平面図（当該申請に係る事業を併設事業所において行
う場合にあっては、指定障害福祉サービス基準第百十七条第二項に規定する
併設本体施設の平面図を含む。）（各室の用途を明示するものとする。）並
びに設備の概要

○

７
当該申請に係る事業を指定居宅サービス等基準第百二十一条第二項の規定
の適用を受ける特別養護老人ホームにおいて行うときは当該特別養護老人ホー
ムの入所者の定員、当該特別養護老人ホーム以外の事業所において行うとき
は当該申請に係る事業の開始時の利用者の推定数

当該申請に係る事業を併設事業所において行うときは利用者の推定数、指定
障害福祉サービス基準第百十五条第二項の規定の適用を受ける施設におい
て行うときは当該施設の入所定員

×

８ 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 ○
９ 運営規程 運営規程 ×
10 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 ○
11 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 ×

12
指定居宅サービス等基準第百三十六条（指定居宅サービス等基準第百四十
条の十三において準用する場合を含む。）の協力医療機関の名称及び診療科
名並びに当該協力医療機関との契約の内容

指定障害福祉サービス基準第百二十五条において準用する指定障害福祉
サービス基準第九十一条の協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該
協力医療機関との契約の内容

○

13 誓約書 誓約書 ×
14 その他指定に関し必要と認める事項 その他指定に関し必要と認める事項 ×

ショートステイ 介護保険法施行規則第121条、障害者総合支援法施行規則第34条の11により、以下４、６、８、10、12については省略可能。
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○ 都道府県・市町村が共生型介護保険サービスに期待することをみると、都道府県・市町村とも「人材が不足する
中、共生型介護保険サービスにより、貴重な人材を有効に活用することができる」（51.4％、27.2％）が最も多
かった。次いで、都道府県では「地域共生社会を推進していく上での拠点ができる」（35.1％）、市町村では「事
業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わることで、総合的な介護技術、専門性を高めることにつなが
る」（23.4％）が多かった。

共生型サービス 共生型介護保険サービスに期待すること

1

4.6%

21.3%

10.9%

5.2%

20.6%

21.3%

6.0%

23.4%

27.2%

5.7%

11.8%

2.7%

2.7%

5.4%

13.5%

35.1%

29.7%

8.1%

18.9%

51.4%

16.2%

16.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

分からない

特にない

その他

地域共生社会を推進していく上での拠点ができる

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、高齢者、障害者の双方に役割…

サービスの利用に繋がっていなかった高齢者が事業所を目にする機会が増えることで、…

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わることで、総合的な介護技術、…

人材が不足する中、共生型介護保険サービスにより、貴重な人材を有効に活用するこ…

利用者確保に苦労している障害福祉サービス事業所の経営の改善を図ることができる

不足する介護保険サービスが共生型介護保険サービスで補うことができる

都道府県

市町村

都道府県：n=37
市区町村：n＝1,021（複数回答）

利用者確保に苦労している障害福祉サービス事業所の経営の改善を図ることができる

人材が不足する中、共生型介護保険サービスにより、貴重な人材を有効に活用する
ことができる

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わることで、総合的な介護技術、
専門性を高めることにつながる
サービスの利用に繋がっていなかった高齢者が事業所を目にする機会が増えることで、
サービスの利用につながる
利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、高齢者、障害者の双方に
役割や参加意識を持つことに繋がる

令和元年度老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び普及啓発に関する調査研究事業」報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）（抜粋）



○ 都道府県・市町村が共生型障害福祉サービスに期待することをみると、都道府県においては「不足する障害福祉
サービスが共生型障害福祉サービスで補うことができる」（48.6％）が最も多く、次いで「人材が不足する中、
共生型障害福祉サービスにより、貴重な人材を有効に活用することができる」（43.2％）が多かった。また市町村
においては、「人材が不足する中、共生型障害福祉サービスにより、貴重な人材を有効に活用することができる」
（31.6％）が最も多く、次いで「不足する障害福祉サービスが共生型障害福祉サービスで補うことができる」
（48.6％）が多かった。

共生型サービス 共生型障害福祉サービスに期待すること

2.2%

18.8%

8.2%

3.2%

20.0%

23.4%

11.3%

25.7%

31.6%

6.1%

28.5%

0.0%

5.4%

8.1%

2.7%

32.4%

29.4%

24.3%

24.3%

43.2%

2.7%

48.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

分からない

特にない

その他

地域共生社会を推進していく上での拠点ができる

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、高齢者、障害者の双方に役割…

サービスの利用に繋がっていなかった障害児・者が事業所を目にする機会が増えること…

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わることで、総合的な介護技術、…

人材が不足する中、共生型障害福祉サービスにより、貴重な人材を有効に活用するこ…

利用者確保に苦労している介護保険サービス事業所の経営の改善を図ることができる

不足する障害福祉サービスが共生型障害福祉サービスで補うことができる

都道府県

市町村

都道府県：n=37
市区町村：n＝1,021（複数回答）

利用者確保に苦労している障害福祉サービス事業所の経営の改善を図ることができる

人材が不足する中、共生型障害福祉サービスにより、貴重な人材を有効に活用する
ことができる

事業所の職員にとって、高齢者、障害者の双方に関わることで、総合的な介護技術、
専門性を高めることにつながる
サービスの利用に繋がっていなかった障害児・者が事業所を目にする機会が増えること
で、サービスの利用につながる

利用者にとって、新たな関わりの機会が生まれることで、高齢者、障害者の双方に
役割や参加意識を持つことに繋がる

令和元年度老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び普及啓発に関する調査研究事業」報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）（抜粋） 2


